














































































































































①　一般的な夫婦・親子関係 夫 妻 妻
②　卵子提供 夫 第三者 妻
③　精子提供 第三者 妻 妻
④　精子及び卵子提供 第三者 第三者 妻
⑤　代理懐胎 夫 妻 第三者
⑥　卵子提供＋代理懐胎 夫 第三者 第三者
⑦　精子提供＋代理懐胎 第三者 妻 第三者






















































































































































































































































































































































































































































































































































































幸　福 正　義 法案の評価 批判・疑問
不妊に悩む夫婦の
立場から→代理懐








































































































































































































































































































































































































　 　 　 ▽〈生殖機能に異常があるから子供を生んではいけないと差別するのはいけ
ない〉のではなく、まずは夫婦の選択にゆだねるべき問題。




































　 　 　 ▽法案を作成したのは衆議院議員A・B。厚生労働大臣は答弁できない。【答
弁者指定の誤り】















　 　 　 ▽〈インドでは非営利目的も営利目的も承認している。一方、日本はこの法
案により非営利を承認することになる。状況はまったく違うから日本で営
利目的に代理懐胎をしようと思う人がいるとは思えない〉？？？
　 　 　 ▽「罰則をもって禁止している」以上のことは答弁する必要がない質問。


































































　 　 　 ▽議員失笑。「ちゃんと話を聞け」とヤジ多数。
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＊　注記
　この答弁集は、6月7日現在で通告された質問項目をもとに作成されています。その後の質
問内容の変更は反映されていません。質疑内のコメントは授業担当者が書き加えたものです。
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資料⑧　委員会における反対討論文
　私はただいま議題となっております「代理懐胎の適正及び親子関係の特例に関す
る法律案」について反対の立場から討論を行います。 
　まず第一に営利目的に対する制限が強すぎるため、またどこまでを通常必要な費
用にするのか、また七条六項の「業」としてのあっせんの許可という言葉示す意味（業
とは営利、非営利を問はず、事業として反復的に物事をおこなうことである）が不
明瞭なために、法案に現実味がないことが挙げられます。そもそも代理母を引き受
けるということは約10ヶ月における不自由、また他人の子供を預かるという大変大
きな責任感が伴います。代理懐胎を行っている国において、大多数の代理母となる
ような代理懐胎人物は基本的に貧しく、報酬があるからこそ懐胎を引き受けていま
す。根拠としてインドにおいての代理出産の例が挙げられます。現在インドは世界
の三分の一の貧困層の割合を占めています。そのインドにおいて女性の大多数が注
目している職業の一つに代理母が挙げられます。インドでは女性一人に８000ドルも
払われる場合があり、貧困層の多いこの国の女性が注目するのは納得できます。も
ちろん、代理懐胎が営利目的に利用されることは反対です。しかし本法案の7条の
ように報酬の制限が強すぎ、また不明瞭で信頼性に欠けると、代理母は金銭を目的
としないボランティア、または母親や姉妹が、主に代理母を引き受けるほかありま
せん。しかし、このようなハイリスクを伴う行為をボランティアの善意のみで行う
ことができるでしょうか？また、家族が代わりに引き受けることができるでしょう
か？まず、ボランティアにおいては不可能とおもわれます。諏訪マタニティクリニッ
クという産婦人科では実際に一度代理母ボランティア希望のアンケートを実施しま
したが、結果は希望者一人もいませんでした。また。家族においても難しいと思わ
れます。母親が代理母を引き受けるにしても、妊娠適正期は30歳頃と一般的にいわ
れているので、娘の代理出産を引き受けるのは身体的にリスクが高いです。姉妹に
頼むとしても、その姉妹に既に子供がいるとしたらどうでしょう。子供はおそらく、
母親になぜ妊娠しているのか、兄弟ができるのかと質問するでしょう、それに対し
て母親は閉口するほかありません。また、家族がいるなら夫との不和も起こりえま
す。このような精神的負担に約10ヶ月耐えることは可能でしょうか。さらには代理
出産が強制される場合もあるでしょう。家族の中で女性があなたしかいないから、
どうか代理出産してくれと家族に頼まれる可能性があるということです。拒否した
くてもできない、拒否することが難しく、自分の意志と家族の圧力により針のむし
ろに立たされたような状況に陥るわけです。以上により代理懐胎を請け負う人物は
国内においてごく少数となり、代理懐胎を望む者は海外の医療機関に依存するほか
なく、現状となんら大差がなくなります。以上から本法案が有効活用されるという
現実味がありません。代理懐胎を行うというのなら、代理母に対する保障制度など
の整備を厚く明確にする必要があると思います。
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　第二に本法律案の内容において、女性がなぜ不妊に悩むのかという問題に対する
理解が浅いこと、日本の女性に対する文化背景の理解が乏しいこと問題が挙げられ
ます。
　まず、背景として日本では親子の血のつながり、つまり遺伝子のつながり以上の
社会においての帰属意識が重視されています。家族において嫁が子供、とりわけ息
子を持たないと居場所がないと感じるということは日本ではよくいわれてきまし
た。さらに現在、日本人は核家族化し『家』という意識は希薄になったために自分
たちの血のつながった子供を持つことにより、帰属意識を獲得しようとしています。
　「日本において不妊治療をうけるような人々は子供は当然欲しいが、自分の血が
つながっていなくてはいけない」という矛盾をはらんでいます。実際、苦しい不妊
治療を経験し子供を産んだが、自分たちの血が全く入っていないために子供の出自
を隠しながら生きていく人がいます。つまり、欧米において不妊治療は法案に記載
されているような出産困難者がいかに合理的に子供を授かることができるかという
ことに重きを置いていますが、日本の場合はむしろ子供を持ちたいと思う要因とな
る文化背景の理解、なぜ子供が必要なのか考えることにまず重きを置くべきだと思
われます。日本人は高度な医療技術や第三者が関わる医療技術を積極的に使いたい
訳ではないとする統計結果も既にでています。安易な代理懐胎の容認はむしろ世間
にみられたくない、隠さなければいけないと親が思うような子供を増やすだけにな
ります。子供を生めさえすればそれでいいという、パソコンのデータのみ見て患者
自身を見ないような治療ではいけないということです。
　最後に質疑においては倫理上の問題としては問題ないとされた滑りやすい坂で
す。確かに法案の理念に照らせば倫理上の問題は起こりえないとしても、それはや
はり他人の胚、つまり人体の一部を提供することにおいて、たとえ規制があるにし
てもそこには金銭の取引が発生します。そうなると、他の臓器移植の分野でも規制
の下での報酬や金銭取引の緩和を求めるやはり運動が起こることは十分に想定でき
ます。これにより他の臓器売買が促進される可能性を否定することはできません。
　以上の理由から私は本法案に賛成できません。
 
　以上本法案に反対する理由を述べまして、私の討論を終えさせていただきます。
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資料⑨　委員会における賛成討論文
　私はただ今議題となっております「代理懐胎の適正化及び親子関係の特例に関す
る法律案」に賛成の立場から討論を行います。
　まず第一に国内における代理懐胎の法整備を進めることによって子を生むことの
出来ない女性が遺伝的繋がりをもつ子どもを授かることが出来るからです。男女の、
子どもをもちたいという願望は個人の意志であり幸福追求にあたります。というの
も世界人権宣言第16条には“成年の男女は、人種、国籍又は宗教によるいかなる制
限をも受けることなく、婚姻し、かつ家庭をつくる権利を有する。”とあり、世界
人権規約B規約第23条にも“婚姻をすることができる年齢の男女が婚姻をしかつ家
族を形成する権利は、認められる。”と記述されていて家庭を築く権利は国際的に
も認められているからです。ですから日本においても子どもを授かって家庭を築き
たいという不妊に悩む男女の願望を認めるべきです。それに平成23年の厚生労働省
の調査によると、出産する女性全体と比べ、35歳以上の女性が出産するのは平成12
年の11.9％から平成23年は24.7％にまで上昇しています。出産時の年齢が35歳以上
となると高齢出産とされ、染色体異常の増加、流産の増加などの危険が伴います。
このような状況を見ると現在は過去数十年と比べて代理懐胎の需要は確実に増して
おり、このような人々の権利を保障するために早急に代理懐胎の実施を国内で認め
る必要があります。
　第二に無許可での代理懐胎を取り締まるためです。これまで日本には代理懐胎に
関する法律がなく、日本産科婦人科学会の1983年の会告によって代理出産を自主規
制しましたが、それは法的強制力、拘束力の伴わないものでした。その後も法整備
を進めていましたがやはりその目的は達成されておらず、諸外国と比べて代理出産
の法制化が遅れているのが現状です。実際、代理懐胎に関する法整備の隙を突き、
代理懐胎手術を行ったという事例があります。その医師に法的な処置はなされてい
ません。代理懐胎手術自体は悪いことではありませんが、代理懐胎に関するしかる
べき規制を設けなければこれからも医師が独断で代理懐胎手術を実施でき、いつと
りかえしのつかない事がおこるかわかりません。ですから代理懐胎をするのにふさ
わしい者のみに施術を許可し、未然に事故を防がなければなりません。
　第三に複雑な家族関係の解消が望まれるからです。代理懐胎を行うと生みの親と
卵子の母が異なることが多いため家族関係が複雑になってしまいます。この複雑な
家族関係を解消しなければ自然出生した子どもと代理懐胎によって生まれた子ども
との間になんらかの法律上の不利益が生じてしまうでしょう。そこで本法案では第
16条の規定により予定特別養子縁組を組むことが出来るようにしました。これまで
の最高裁の判例でいえば代理懐胎出生児の法律上の母は代理母になってしまいま
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す。しかし本法案を成立させ、依頼者女性が出生児を迎えることの出来る予定特別
養子縁組を組めるようにすることで、代理母と出生児の親子関係を終わらせ依頼者
女性と出生児との間に新たな親子関係を築くことが出来ます。
　このように代理懐胎は決して未来の問題ではなく、今の問題なのです。宗教的倫
理観から人口生殖医療を否定する人がいるのも事実です。しかしそのような人たち
は今や一部であり、そのような意見があるというだけで不妊に悩む夫婦の権利が保
障されないのは不条理です。ですから私たちは不妊夫婦の権利を守るためにも本法
案は必要であると思っています。
　以上、本法案に賛成する理由を述べまして、われわれの討論文を終わります。
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資料⑩　附帯決議案
私はただいま可決されました「代理懐胎の適正化及び親子関係の特例に関する法律
案」に対し、TO党及びかりん党の各派共同提案による附帯決議案を提出いたしま
す。
案文を朗読いたします。
　　　　　　　　　　
代理懐胎の適正化及び親子関係の特例に関する法律案に対する附帯決議（案）
政府は、本法の施行にあたり、次の事項について適切な措置を講じ、その運用にあ
たっては万全を期すべきである。
一　代理懐胎をはじめとする生殖補助医療について、国民の適切な理解をすすめる
ため、必要な措置をとるよう努めること
二　生殖補助医療に伴う費用負担を軽減すべく、支援・助成等の拡充・改善に努め
ること
三　代理懐胎においては、代理懐胎者の人権に十分な配慮がなされるよう、医療関
係者及びあっせん業者に対する指導を徹底すること
四　親子関係の特例について、子の福祉が最大限に実現されるよう制度の運用状況
についての調査・検討を行い、必要に応じて適切な措置をとるよう努めること
右決議する
　　　　　　　　　　
何卒皆様のご賛同を賜わらんことをお願い申し上げます。
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資料⑬　委員長報告
　ただいま議題となりました代理懐胎の適正化及び親子関係の特例に関する法律案
につきまして、生殖補助医療に関する特別委員会における審査の経過と結果をご報
告いたします。
　本法律案は、生殖補助医療技術を利用して、代理懐胎を行う場合の手続き等（とう）
を定め、その適正化をはかるとともに、出生した子と依頼夫婦との関係について特
別養子縁組制度を利用した特例措置を設けることで、法的身分関係の安定化を図る
ことを目的とするものであります。
　委員会におきましては、代理母、子供双方に対する精神的ケアの不足、また特別
養子縁組みを取り決めた際と、出産間近に迫った際の代理母の心情の変化が及ぼす
ストレスに対するケア、代理懐胎における倫理的な諸問題等について質疑が行われ
ましたが、詳細は会議録によってご承知願います。
　質疑を終局した後、討論に入りましたところTO党の〔　　　　　　　〕委員よ
り本案について反対、かりん党の〔　　　　　　〕委員より賛成の旨の意見がそれ
ぞれ述べられました。
　討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数を以て原案通り可決すべきものと決
定いたしました。
　なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。
　以上、ご報告申し上げます。
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資料⑭　本会議における反対討論文（１）
　私は、ただいま議題となっております「代理懐胎の適正化及び親子関係の特例に
関する法律案」に、反対の立場から討論を行います。
　まず、第一に、本法案が施行されても、代理母を務める人が募らないおそれがあ
ります。すなわち、第七条におきまして、営利目的による代理懐胎等の禁止という
ことで、代理母へ財政上の利益の供与の一切を禁止していますが、これでは、代理
母を務めるにあたってのインセンティブが無く、代理母になろうという人がいなく
なってしまうのです。
　海外の例を見てみますと、代理懐胎の法律が制定されているインドでは、営利的
な代理懐胎が認められています。インドでは、営利的な代理懐胎を代理懐胎の一つ
の形態とし、それにかかる費用は、子を持つという夢を叶えるにあたっての正当な
対価であるとしています。つまり、金銭的なメリットが無いような状況下では、子
どもを求める女性は、代理母を見つけることができないような状況に陥ってしまう
のです。
　第二に、代理母を務めるための資格規定が一切無く、代理母を務めるに適さない
女性が代理母を務める可能性がでてきてしまいます。代理母を務めるに適さない女
性とは、例えば、妊娠経験が無い女性や、以前の出産が難産であった女性のことを
指します。また、身体的に問題がある女性のみならず、代理母を務めるにあたって
の動機が不純である女性も、代理母を務めるに適さない女性であります。
　つまり、本法案では、代理母を選別する規定が無いために、このような女性が代
理母を志願してきても、却下をすることができず、安全に代理懐胎をすることがで
きないのであります。
　第三に、代理母を務める女性への保証に関する条文が一切無いことが挙げられま
す。この点が、本法案の最大の問題点なのであります。代理母を務めている間でも、
重篤な病気にかかる危険性や、精神的が不安定になりうる可能性は、常にあります。
このような状況になった代理母が代理懐胎を中止せざるを得なくなったり、代理懐
胎の後の生活に何かしらの支障を来すことも十分に考えられます。このように、代
理母を務めるだけでもたくさんのリスクを負わなければならないのにも関わらず、
代理母に対する保証規定が一切無いのでは、代理懐胎は実現することができないの
であります。
　このように、本法案は、代理懐胎を倫理的に有効にしようとすることばかりを強
調しており、代理母を務める女性の立場からの考察、並びに条文規定がかけていま
す。倫理的課題を解決していくことも、たしかに代理懐胎を認めるにあたっては必
要不可欠ですが、それによって代理母を務める女性がいなくなってしまっては、本
法案の存在自体が無駄な者となってしまいます。すなわち、本法案は、より包括的
な観点からの考察が必要であり、可決するには適さないのであります。
　以上、本法案に反対する理由を述べまして、私の討論を終わります。
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 資料⑮　本会議における賛成討論文（１）
　私は、ただいま課題となっております「代理懐胎の適正化及び親子関係の特例に
関する法律案」に賛成の立場から討論を行います。
　まず、第一に、日本では代理懐胎に関する法整備が進んでいません。代理懐胎とは、
夫婦・カップルが何らかの事情で子供を授かることが出来ず、第三者に協力をして
貰うことによって遺伝的な繋がりを持つ子供を授かるというものです。1798年に世
界で初めて人工授精に成功したイギリスを始め、1970年にはアメリカで人口授精型
代理母制度が制定されました。他にもドイツやフランスでも代理懐胎について規定
する法律が制定されています。しかし、日本では代理懐胎に関する規定は一切なさ
れていないのに対し、日本国内での不妊治療患者は推定46万6900人いるとされてい
ます。そのため、代理懐胎を求めて海外に出向く夫婦・カップルが多く存在し、年々
増加傾向にあります。しかし、海外で代理懐胎をしても、日本では代理懐胎よって
授かった子は実子として認められず、養子として扱われてしまいます。だから、代
理懐胎について規定する法律をきちんと明確に制定することによって、現在または
今後生じうる可能性がある問題を解決していく必要があります。
　第二に、代理懐胎に関する法律が制定されることによって、斡旋が取り締まられ
ます。法律を制定しなければ、不妊治療患者に対して代理懐胎を勧めて、多額な金
額を支払わせる悪質な商業が行われてしまいます。実際にイギリスでは、代理懐胎
に関しては禁止をしていないが、商業的な代理懐胎は禁止しています。また、代理
母の報酬や仲介者の報酬も禁止しています。
　第三に、代理懐胎による親権が、この本法案、親子関係の特例に関する法律案が
制定されることによって、実子として認められます。前文でも述べたように、日本
では代理懐胎によって授かった子は実子とされずに、養子としての扱いになってし
まいます。2007年に向井亜紀・高田延彦夫妻が米国女性による代理懐胎で授かった
子の出生届を最高裁に不受理されました。これは、法的な理由、民法772条によっ
て実子として認められないとなりました。また、日本では原則代理懐胎は禁止され
ているというのも原因でした。これらの事例から、法整備を進めていくべきである
と言えます。
　このように、本法案は、代理懐胎に関して全く規定する法律がない日本おいて、
不妊治療患者にとって新たな希望を持つことができるものです。これまでは、養子
を迎えていた多くの夫婦・カップルが、この法案が進められることによって、実子
を授かることができるようになります。だから、既に代理懐胎を実施している他国
の法律を参考にしながら、日本も代理懐胎に関する法律を制定するべきであります。
　以上、本法案に賛成する理由を述べまして、私の討論を終わります。
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資料⑯　本会議における反対討論文（２）
　私は、ただいま議題となっております「代理懐胎の適正化及び親子関係の特例に
関する法律案」に、反対の立場から討論を行います。
　第一に、本法案における問題点は、代理懐胎によって出生する子についての規定
が親子関係に留まっていることであります。出生する子は、自らの出自やその条件
を自らの意志では選べないこと、また将来に国を背負う立場になる者として、その
福祉は最大限尊重されなければなりませんが、子の福祉という観点から本法案を考
察した際に、多くの穴が存在しているものと思います。その一例として、子の出自
を知る権利を取り上げたいと思います。子が自らの出自を知ることは、その子の健
全な発育、アイデンティティの確立に不可欠な要素であります。しかしながら、多
くの提供者や懐胎者、親が匿名性の権利を希望しております。これは日本不妊学会
が2000年に行った「非配偶者間人工授精により挙児に至った男性不妊患者の意識調
査」において、80％の父親が子に対して非配偶者間人工授精で出自した旨を告知し
たくないと回答していることから告知の難しさを知ることができます。また、告知
をするにしても、告知の方法や時期、告知の範囲などは全く不明確で、全て親の裁
量に任されているものです。この不明確さが告知を避けようとする親の心情をさら
にあおることとなっていることは明らかなものと思われます。従って、出生する子
の福祉が完全に保証されない以上、代理懐胎が適正化されるべきではないと考えま
す。
　第二に、出産という女性にとって大変な身体的、社会的リスクの伴う行為を第三
者に委任することは大きな問題であると考えます。代理懐胎者になることが個人の
選択の権利であるとの主張も一部ではあるようでありますが、妊娠、出産の医学的
なリスクは正確には測れないものであり、個人の選択の自由に任せることは困難で
あると思われます。また、出自する子の健康状態も医学的な保障はなく、仮に健康
状態の悪い子が出自した際、代理懐胎者と代理懐胎委託者との間に問題が生じるこ
とも十分に考えられます。そうした身体的、社会的なリスクが非常に大きい代理懐
胎は、その不確実性ゆえに、個人の選択の自由として保障されるその他のものとは
性質が異なるものと思われます。
　第三に、代理懐胎を適正化した場合、諸外国から代理懐胎希望者が日本に流入し
てくることが考えられ、これによる法的対応は困難である点が挙げられます。日本
学術会議生殖補助医療の在り方検討委員会が平成20年に出した報告書によれば、代
理懐胎を巡る諸外国の対応にはそれを是とするか否とするかで差があり、これに
よって、代理懐胎を非合法とする国の代理懐胎希望者が代理懐胎を合法とする国に
渡航し、代理懐胎により挙児をするということが発生していますが、その際、子の
国籍について大きな法的問題が生じます。実際に、日本人の代理懐胎希望者が海外
に渡航し代理懐胎により挙児しましたが、その子の摘出子出生届は受理されず、こ
れを不服とした代理懐胎を依頼した親が起こした裁判で最高裁判所は平成19年に、
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海外の裁判所で合法とした子の出生も日本の法では認められず、従って子の出産女
性を母とする旨の判決を出しております。こうした代理懐胎を巡る国際的な人の動
きが認められる中で、日本が代理懐胎を適正化した場合、代理懐胎を非合法とする
国から代理懐胎希望者が渡航してくることは明らかであります。しかし前述のよう
に、国によって国籍や親権、養子縁組などの法的制度が違うことによる法的問題が
発生することも明らかであり、代理懐胎希望者の流入による日本の法的混乱は避け
られません。本法案は前述のような国際的な問題に発展する恐れを考慮に入れてお
らず、それは代理懐胎が適正化された場合に大きな問題となるのであります。
　このように、本法案は、代理懐胎が人体を使った営利目的となることを恐れ、そ
れを規制することに重点を置く一方で、代理懐胎を実施する上で重要な問題に発展
し得るものをないがしろにしております。現在の日本の急速な高齢化や人口減少は、
出生率の低下が原因の一つとも言われておりその早急な対策の必要性が叫ばれてお
りますが、そうした中で挙児を希望するがやむを得ない事情で挙児をすることがで
きない方々もいて、こうした方々にも挙児の機会を与える”最終的な手段”とみな
されている代理懐胎の適正化は支持の意見も出しやすくなりましょう。しかしなが
ら代理懐胎には解決に困難を極める問題が山積しており、これらを無視して代理懐
胎の適正化を急ぐことは許されないのであります。
　以上、本法案に反対する理由を述べまして、私の討論を終わります。
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資料⑰　本会議における賛成討論文（２）
　私は、ただいま議題となっております、「代理懐胎の適正化及び親子関係の特例
に関する法律案」に対して賛成の立場から討論を行います。
　まず、第一に、本件案で最大に評価すべき点は、代理懐胎のための手続等を定め
るとともに、これによって出生した子に関する親子関係の特例を定めること等によ
り、代理懐胎の適正化をはかることを目的とするとしたこと、代理懐胎の原則禁止
を主張したことであります。
　この法律案は、代理懐胎そのものの是非を主張しているものではなく、代理懐胎
という国民の関心が高まる生殖補助医療の選択肢について、明確な代理懐胎に対す
る法規制のない現状をふまえ、規制するためのものであります。原則法律により代
理懐胎を禁止するも、生まれてくる子の福祉を優先する観点から法規制は必要不可
欠であり、現状の法規制のないまま、代理懐胎が進められることは、極めて危険で
あると考えます。
　日本国憲法第13条には幸福追求に対する国民の権利の尊重が明示され、自ら出産
したくてもできない女性の「自分の子をもちたい」という気持ち、幸福追求権を尊
重することのできる代理懐胎という方法が報われるためには、国民の倫理的な判断
や賛否を受ける必要があります。日本産婦人科学会「代理懐胎に関する見解」にあ
りますように、代理懐胎は生まれてくる子の福祉を最優先するべきである、身体的
危険性・精神的負担を伴うものである、家族関係を複雑にする、倫理的に社会全体
が許容していると認められないという判断があります。だからこそ、法案は原則禁
止とした上で例外的に認める基準を明示しており、代理懐胎の制度、環境、設備等
を準備するひとつのきっかけとなり問題提起という役割を果たしていると考えられ
ます。
　第二に、第三章にあります親子関係の特例において、養親となる者の請求により、
出生の事実により代理懐胎した者との親子関係が終了する縁組を成立させることが
できる、と明示されていることが評価できます。海外では代理懐胎した者が契約と
して子を出産するまでに母性が芽生えてしまい、出産後も子を依頼者に引き渡さな
いという問題や、生まれてきた子が何らかの障害を持っていた場合に依頼者が引き
取りを拒否するという問題が発生しています。そのようなトラブルを未然に防ぐた
めにも、はじめから法律により定めておくことで混乱を減らすことができると考え
ます。また、親子関係を予定特別養子縁組と定めることで実の親子関係には出来な
いことも定義されているため、法案を理解した上で契約を結ぶこととなり、現在ま
で国内で問題となった親子関係、家族関係の複雑さを法によって今後判断がスムー
ズにできると考えます。
　第三に、代理懐胎が営利目的で行われないように指示されていることが評価でき
ます。代理懐胎は出産が不可能な人は代理懐胎者の女性の子宮を借りると考えられ
るため、女性の子宮が商品化されるという危険性があります。あくまでも出産が不
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可能な人にのみ適応される救済策のひとつであるべき代理懐胎が、「依頼すれば他
人が生んでくれる」という倫理観に反する風潮を生み、代理懐胎が軽々しく捉えら
れる可能性もあります。依頼者と代理懐胎者の間をつなぐ機関やシステムが必要不
可欠となる上で、この法案では公的運営機関を設立することが明示されており、不
法な機関やあっせん業者を発生させないよう、また代理懐胎が利益を生むものとし
てビジネス化されないように定められている点が評価できると考えます。
　このように、本件案は、我が国において実態が客観的に把握されておらず、法規
制のない代理懐胎に対してひとつの基準をつくる役割を果たしていると考えます。
代理懐胎を医学的、倫理的、社会的、法的側面から検討して、原則禁止とするものの、
様々な問題の発生する可能性をふまえ規制することは、代理懐胎を望む人にとって
も、必要不可欠であると考えます。この法案は、女性の権利を尊重しながらも、起
こりうる可能性のある問題をあらかじめ予測し混乱を防ぐ努力がされています。国
民が代理懐胎を考える、関心をひくことのできる、ひとつのきっかけにもなります。
そのような役目を果たす、素晴らしい法案であると私は考えます。
　以上、本件案に賛成する理由を述べまして、私の討論を終わります。
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資料⑱　本会議における反対討論文（３）
　私は「TO党」を代表いたしまして、ただいま議題となっております「代理懐胎
の適正及び親子関係の特例に関する法律案」について反対の立場から討論を行いま
す。
　突然ですが、この法案が成立した場合、あなたは代理母に成りたいと思いますか？
代理母を引き受けるということは約10ヶ月における不自由、また他人の子供を預か
るという大変大きな責任感が伴います。またその報酬がいくらなのか、不明瞭な部
分があります。
　実際に代理懐胎を行っているインドでは、どのような人が代理母を引き受けてい
るのでしょうか？大多数の代理母となるような代理懐胎人物は基本的に貧しい人ば
かりで、報酬があるからこそ懐胎を引き受けています。その根拠としてインドにお
いての代理出産の例が挙げられます。現在インドは世界の三分の一の貧困層の割合
を占めています。そのインドにおいて女性の大多数が注目している職業の一つに代
理母が挙げられます。インドでは女性一人に8000ドルも払われる場合があり、貧困
層の多いこの国の女性が注目するのは納得できます。
　では、皆様は10 ヶ月間身体的拘束を無報酬で引き受ける事は出来るでしょうか？
10ヶ月間ボランティアを続けることが出来ますか？
　考えられる事象の一つとして娘や姉妹からの代理母依頼が考えられます。仮に親
戚の頼みだったとしてもこのようなハイリスクを伴う行為をボランティアの善意の
みで行うことができるでしょうか。
　無報酬でなかったとして、それがいくらなら引き受けるでしょうか？少し考えて
みてください。例えば自分の月収を10倍した値段が妥当だと考えるか、人それぞれ
異なった答えがあると思いますが、それがあなたの考えるひと一人の命を10ヶ月間
預かる対価なのです。
　さらに本法律案は代理懐胎により生まれる子供の精神的葛藤、自我形成に対する
ケアが不足しています。
　もちろん、両親の精子卵子を利用した代理懐胎術はあります。しかし日本におい
て重要視されるのはやはり「誰から生まれてきたか」ということです。親子どちら
かの「血」または、今の母親から生まれてはいないために両親がその子供の出自を
公にしないことにより子供はなんともいえないつらい心情をもちます。提供精子人
工授精により生まれた子供の声を借りると、「親がひたすらに隠そうとする様子を
見て自分は、そんなにも隠したい技術で生まれているのかということが、とても悲
しかった」と述べています。具体例は提供精子人工授精によるものですが、子供に
与える影響はどちらかが、父にしろ、母にしろ、実際の親でないことから代理懐胎
と差異はないでしょう。次に代理懐胎によりうまれた子供の疎外感について触れま
す。疎外感は、代理出産者が実の親でなくある意味子供を産むための「もの」であ
り本当の暖かみを子供が感じることができないことにあると思います。 これらの
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問題に対してはいかにして両親が子供を切望していたか、誕生が祝福されたもの
だったことなどを子供に知らせることで子供に両親の暖かみを感じさせることが必
要です。また、不妊治療、代理懐胎で生まれた子供の出自をよりオープンなものに
し、決して代理懐胎などの不妊治療で生まれてくることが恥ずかしくないというこ
とを確認することが重要です。さらには周りからの支援、理解を得られるようにす
るケアが必要であるとも思います。このようなケア、意識改革を促進する内容が本
法律案では記載されていません。
　以上、本法案に反対する理由を述べまして、私の討論を終わります。
（本学大学院法務研究科教授）
（立正大学法学部准教授）
（千葉大学大学院専門法務研究科准教授）
（慶應義塾大学大学院法務研究科准教授）
（中京大学国際教養学部准教授）
